
平 成 ２ ９ 年 度

五 所 川 原 市 水 道 事 業 会 計 予 算 書

五所川原市

議案第２０号





平成２９年度五所川原市水道事業会計予算

(総　　　則）
第１条　平成２９年度五所川原市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

(業務の予定量）
第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。
（１）
（２）
（３）
（４）

(収益的収入及び支出）
第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。
　　　収　　　　入
第１款　水道事業収益
第１項
第２項
第３項

　　　支　　　　出
第１款　水道事業費用
第１項
第２項
第３項

(資本的収入及び支出）
第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額 ５４３,９３９千円は、
　当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 ３８,１６３千円、当年度分損益勘定留保資金 ４１０,５１５千円、減債積立金
　９５,２６１千円で補てんするものとする。）。

　　　収　　　　入
第１款　資本的収入
第１項
第２項
第３項

　　　支　　　　出
第１款　資本的支出
第１項
第２項

千円

千円

千円

１４４，１４８
千円

千円

給 水 戸 数
年 間 総 給 水 量
一 日 平 均 給 水 量

１，４５９，２７８

戸
㎥

２２，１３９

１，５３１，０８０

５，６０５，１１７

企 業 債

１５，３５７ ㎥

千円
７１，８０１

１，２０１，７２１
１，３４６，８６９

１

千円

金木地区中央監視システム設備更新事業、配水管布設替事業

９４７，２９０

１
１３，２５０

千円

工 事 負 担 金
千円

特 別 損 失
千円

４０３，３５１ 千円

特 別 利 益

補 助 金

１，０００

千円

千円

千円４３２，０８２
建 設 改 良 費

３９０，１００

千円

主要な建設改良事業

営 業 収 益
営 業 外 収 益

企 業 債 償 還 金
５１５，２０８

営 業 費 用
営 業 外 費 用
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(継続費）
第５条　継続費の総額及び年割額は、次のとおりと定める。

（債務負担行為）
第６条　債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

(企業債）

第７条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

　

(一時借入金）
第８条　一時借入金の限度額は、１００，０００千円と定める。

(予定支出の各項の経費の金額の流用）
第９条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。
（１）各項に計上した経費の予定額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項間の流用。

(議会の議決を経なければ流用することのできない経費)
第１０条  次に掲げる経費については、これらの経費の金額を、これらの経費のうち他の経費の金額に、若しくはこれら以外の経費の金額に流用し、
又はこれら以外の経費をこれらの経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。
（１）
（２）

1

事　　業　　名 総　　額

３０６，７４０千円

年　　度

平成２９年度

平成３０年度

金木地区中央監視システム
設 備 更 新 事 業

資本的支出 建設改良費

年　割　額

１５３，３７０千円

１５３，３７０千円

款 項

1

事　　　　項 期　　　　間 限　　度　　額

３９０,１００千円 普通貸借

年３．０％以内 借入先の融資条件による。ただし水
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 水道施設建設事業に充て

職 員 給 与 費 １６４，１３９ 千円

起 債 の 目 的 限 度 額 起　債　の　方　法

 るため

利　　　　率 償 還 の 方 法

　　基本計画策定等業務委託料 平成３０年度から平成３０年度まで ７，３７７千円

交 際 費 ３０ 千円

（ただし、利率見直し方式とした場
合にあって、利率の見直しを行っ
た後は、当該見直し後の利率）

道事業会計予算の都合により繰上償
還又は低利に借り換えることができ
る。



(たな卸資産購入限度額)
第１１条　たな卸資産の購入限度額は、５４,７９７千円と定める。

平成 ２９ 年  ２  月 ２８ 日提出

五所川原市長　　平　山　誠　敏
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予 算 に 関 す る 説 明 書





５

継 続 費 に 関 す る 調 書

８ 平 成 ２ ８ 年 度 五 所 川 原 市 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

６

７

平 成 ２ ９ 年 度 五 所 川 原 市 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

平 成 ２ ８ 年 度 五 所 川 原 市 水 道 事 業 予 定 損 益 計 算 書

債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書

４

２

３

平成２９年度五所川原市水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

平 成 ２ ９ 年 度 五 所 川 原 市 水 道 事 業 会 計 給 与 費 明 細 書

地 方 公 営 企 業 法 第 ２ ５ 条 及 び 同 法 施 行 令 第 １ ７ 条 の
２ の 規 定 に 基 づ く 予 算 に 関 す る 説 明 書

１ 平 成 ２ ９ 年 度 五 所 川 原 市 水 道 事 業 会 計 予 算 実 施 計 画





1

1

1

2

3

2

1

2

3

4

5

3

1

１　平成２９年度五所川原市水道事業会計予算実施計画

(収益的収入及び支出）

備　　　　　　　　　　　　　　考

収 入

款 予定額 (千円）項 目

給水収益、受託工事収益以外の収益

水 道 事 業 収 益

給 水 収 益

受 託 工 事 収 益

１,５３１,０８０

営 業 収 益

その他の営業収益

主たる経営活動から生ずる収益

水道料金

１,４５９,２７８

新規水道加入者による収益

６５３

２,１０１

受託による給水工事収益

７１,８０１

６０

主たる営業活動以外の収益

２４,４０８

預金利息

３,６０２

水道事業の経営活動全般から生ずる収益

当年度の経常的収益から除外すべき利益

雑 収 益

受 取 利 息
及 び 配 当 金

職員給与費に対する一般会計からの負担金等他 会 計 負 担 金

加 入 金

行政財産使用料ほか雑収入

１,４５５,６１６

１

５,４５３

１

特 別 利 益

過年度損益修正益

営 業 外 収 益
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長期前受金戻入 ３９,１８６ 減価償却費の収益化分

前年度以前の損益の修正で利益の性質を有するも
の



1

1

1

2

3

4

5

6

2

1

2

3

1

特 別 損 失

支 出
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配水管、同附属設備及び配水に係る維持、作業に
要する費用

水道事業の経営活動全般から生ずる費用

１２１,４６４
支 払 利 息 及 び
企業債取扱諸費

当年度の経常的費用から除外すべき損失

予定額 (千円）

１,３４６,８６９

７４,８６７

１４４,１４８

目

検針及び徴収事務並びに営業事務に要する費用

金融及び財務活動に伴う費用

減 価 償 却 費

営 業 外 費 用

４４５,６５２

業 務 費

項

１,２０１,７２１

４,０４９

６１,５０４

資 産 減 耗 費

配水及び給水費

営 業 費 用

原水及び浄水費

款

水 道 事 業 費 用

５１２,２１１

総 係 費

企業債利息

消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

棚卸資産減耗費及び固定資産除却費

過年度損益修正損 １,０００
前年度以前の損益の修正で損失の性質を有するも
の

固定資産の減価償却費用

消費税及び地方消費税２２,６８４

１,０００

備　　　　　　　　　　　　　　考

一般管理に要する費用

水源かん養、原水の取入れ及び原水のろ過、滅菌
に係る設備の維持及び作業に要する費用

１０３,４３８

主たる経営活動から生ずる費用



1

1

1

2

1

3

1

1

1

1 配水管整備に要する費用

2

2

1

目 予定額 (千円）款 備　　　　　　　　　　　　　　考

支 出

建設改良に対する工事負担金１

補 助 金 １３,２５０ 生活基盤施設耐震化等交付金

補 助 金 １３,２５０ 配水管整備に関する交付金
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施設の改良及び機械装置等購入に要する費用

建設改良に要する費用

備　　　　　　　　　　　　　　考

建設改良及び企業債償還に要する費用

５１５,２０８

資 本 的 支 出 ９４７,２９０

款

建 設 改 良 費

そ の 他 施 設 費

施 設 費

企業債の発行による収入企 業 債 ３９０,１００

工 事 負 担 金

企 業 債 ３９０,１００
配水管整備事業及び金木地区中央監視システム更
新事業に対する企業債

企 業 債 償 還 金
建設改良の財源に充てるため発行した企業債の元
金償還金

４３２,０８２

４３２,０８２

建設改良に対する収入

(資本的収入及び支出）

収 入

資 本 的 収 入 ４０３,３５１

項

企 業 債 償 還 金 企業債償還に要する費用

９０,５６８

工 事 負 担 金 配水管整備に対する工事負担金１

予定額 (千円）項 目

４２４,６４０



（単位：千円）
1　業 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー
　　　当 年 度 純 利 益 １３７，２９８
　　　減 価 償 却 費 ４４５，６５２
　　　貸 倒 引 当 金 の 増 減 額（△は減少） △１，９６４
　　　長 期 前 受 金 戻 入 額 △３９，１８６
　　　受 取 利 息 及 び 配 当 金 △６５３
　　　支 払 利 息 及 び 企 業 債 取 扱 諸 費 １２１，４６４
　　　有 形 固 定 資 産 除 却 費 ４，０４９
　　　未 収 金 の 増 減 額（△は増加） ４，１９４
　　　未 払 金 の 増 減 額（△は減少） １２８，０３０
　　　引 当 金 の 増 減 額（△は減少） ４１０
　　　そ の 他 流 動 負 債 の 増 減 額（△は減少） △１９７

　　　　　　　　　　　　　　　　　　小　　　計 ７９９，０９７

　　　受 取 利 息 及 び 配 当 金 ６５３
　　　支 払 利 息 及 び 企 業 債 取 扱 費 △１２１，４６４
　　　業 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー ６７８，２８６

2　投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー
　　　有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △４７７，０４５
　　　国 庫 補 助 金 等 に よ る 収 入 １２，２６８
　　　投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー △４６４，７７７

3　財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー
　　　建 設 改 良 費 等 の 財 源 に 充 て る た め の 企 業 債 に よ る 収 入 　　　 ３９０，１００
　　　建 設 改 良 費 等 の 財 源 に 充 て る た め の 企 業 債 の 償 還 に よ る 支 出 △４３２，０８２
　　　財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー △４１，９８２

資 金 増 加 額（又は減少額） １７１，５２７
資 金 期 首 残 高 ８２７，７９８
資 金 期 末 残 高 ９９９，３２５
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２　平成２９年度五所川原市水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

（平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日まで）



１　総　括

※（　）内は再任用短時間勤務職員について外書きしたもの。

(321)

34,951 110,611

(143)

977

(8) (11)

609

(294)

45,179

(151)

44,202

0

資 本 勘 定 支 弁 職 員

15

合 計
(1) (1,541)

資 本 勘 定 支 弁 職 員

18

(1,862)

143

143

143 75,517 154,81334,951 110,611

(321)

(0)

0

702

1,152

208

2,280

前 年 度
(180) (90) (51)

1,578

(1,862) (151)

44,202

0

３　平成２９年度五所川原市水道事業会計給与費明細書

区　　　分

職　員　数 給　　　与　　　費
法定福利費 合　　計

特別職 一般職 報　酬 給　料 賃　金 手　当 計

（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円）

本
年
度

損 益 勘 定 支 弁 職 員
15

15

資 本 勘 定 支 弁 職 員

（千円） （千円） （千円）

(294)

45,17938,145 116,793

合 計
(1) (1,544) (329)

前
年
度

(1) (1,541)
損 益 勘 定 支 弁 職 員

15 14318 75,517

(2,013)

154,813

(2,013)

比
１
較

損 益 勘 定 支 弁 職 員
(0) (3) (154)

0 2,988 3,194 6,182 7,159

0 2,988 3,194 6,182 7,159
合 計

(0) (3)

0

通勤手当寒冷地手当 児童手当

(8) (11) (154)(143)

977

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

※（　）内は再任用短時間勤務職員について外書きしたもの。

手当の
内　訳

区　　分
扶養手当 期末手当

（千円） （千円）

管理職手当

管理職員特

別勤務手当

時間外勤務

手　　　当

18,410 11,415 472
本 年 度

(181) (97)
903 635 1,260 60 1,350

961 945 △ 311

17,449 10,470 783

1,360

240 1,260 60 1,350
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比 較
(1) (7)

294 395 0 0 0

(2,167)

161,972

(2,167)

161,972

(1) (1,544) (329) (1,873)

18 78,505

(1,873)

18 78,505 38,145 116,793

（千円） （千円） （千円）

勤勉手当 住居手当

(51)



３　給料及び手当の状況

（１） 職員１人当たり給与

（２） 初　任　給

児童手当　　３９５

扶養手当　　８７６
期末手当　　９８６
勤勉手当　　５９０

平均改定率   ０．１７％

平均昇給率   １．２０％

扶養手当　△１７４　　  勤勉手当　　３５５
期末手当　　△２５

通勤手当　△３１１

寒冷地手当　２０８

住居手当　　２９４
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４３７
本年度昇給に伴う増
分

２　給料及び手当の増減額の明細

区 分 増減額 (千円） 増 減 事 由 別 内 訳 ( 千 円 ） 備 考

増 加 分

説 明

その他の増減分 ２，４９４
職員の異動等に伴う
増分

給 料 ２，９８８

給与改定に伴う
５７ 給与改定に伴う増分

増 減 分
昇 給 に 伴 う

手 当 ３，１９４

制度改正に伴う
１５６

支給額の改正による
増分増 減 分

３，０３８
職員の異動等に伴う
増分

その他の増減分

　

区　　　　　　　　　　　　分 行　政　職

平成２９年１月１日現在

平 均 給 料 月 額 (円） ３５８，２８３

平 均 年 齢

平 均 給 与 月 額 (円） ３８１，３９４

平 均 年 齢 (歳） ４９歳　　３月

平成２８年１月１日現在

平 均 給 料 月 額 (円） ３４９，０７２

平 均 給 与 月 額 (円） ３６８，６４４

高 校 卒 １４６，１００ １４６，１００

区 分 行　政　職　(円）
一般会計の制度

行　政　職　(円）

大 学 卒 １７８，２００ １７８，２００

(歳） ４７歳　　８月



※（　）内は再任用短時間勤務職員について外書きしたもの。

（級別の標準的な職務内容）

１　 ５．６　

計 （１） （１００．０）
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（１） （１００．０）

１　級 １　 ５．６　

７　級

部 長

１　級

行 政 職 参 事 課 長 課 長 補 佐 係 長 主 任 主 事

区 分 ６　級 ５　級 ４　級 ３　級

１８　 １００．０　

２　級

３　 １６．６　

２　級

４　級 １０　 ５５．５　

３　級

６　級

平成２８年１月１日現在

７　級 １　 ５．６　

５　級 ２　 １１．１　

１８　 １００．０　計 （１） （１００．０）

１　級 １　 ５．６　

２　級 （１） （１００．０）

３　級 ３　 １６．６　

４　級 １１　 ６１．１　

１　 ５．６　

５　級 ２　 １１．１　

級 職員数（人） 構成比（％）

（３） 級 別 職 員 数

区 分
行 政 職

平成２９年１月１日現在

６　級

７　級



（４） 昇　給
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区　　　　　　　　　　　　分 行 政 職

比 率(Ｂ)

３

３号給 (人)

／（Ａ）(％) ７７．８

６号給 (人)

９

１４

８号給 (人)

号給数内訳

１号給 (人) ２

２号給 (人)

４号給 (人)

前
１
１
年
１
１
度

職 員 数（Ａ）(人) １８

昇給に係る職員数（Ｂ）(人)

比 率(Ｂ)／（Ａ）(％) １００．０

６号給 (人) ４

８号給 (人)

３号給 (人)

４号給 (人) ７
号給数内訳

１号給 (人) ７

２号給 (人)

本
１
１
年
１
１
度

職 員 数(Ａ) (人) １８

昇給に係る職員数(Ｂ) (人) １８



（５） 期 末 手 当　・　勤 勉 手 当

（６） 定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

（７） その他の手当

一般会計の制度
（１．０２５） （１．１２５） （２．１５）

有
１．９５　 ２．１０　 ４．０５　

前 年 度
（１．００） （１．１０） （２．１０）

有
１．９２５　 ２．０７５　 ４．００　

（２．１５）
有

１．９５　 ２．１０　 ４．０５　
本 年 度

（１．０２５） （１．１２５）

(月分）

扶 養 手 当 同　　　　じ

通 勤 手 当 同　　　　じ 無
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住 居 手 当 同　　　　じ 無

無(2％～45％加算）

・職務の級に応じた調整額

区 分 一般会計の制度との異同

一般会計の制度
( 支 給 率 等 ）

無

支 給 率 等 ２５．５５６２５ ３４．５８２５ ４９．５９ ４９．５９

２５．５５６２５ ３４．５８２５ ４９．５９ ４９．５９

・定年前早期退職特例措置

最 高 限 度
その他の加算措置等

差 異 の 内 容

無(2％～45％加算）

・職務の級に応じた調整額

35年勤続の者
備　　考

・定年前早期退職特例措置

退 職 時

(月分） (月分） (月分） 特 別 昇 給

※（　）内は再任用職員の支給率

区 分
20年勤続の者 25年勤続の者

区 分
支 給 期 別 支 給 率 支 給 率 計 職制上の段階、職務の

備 考
６月 (月分） １２月 (月分） (月分） 級 等 に よ る 加 算 措 置



1 1

153,370 153,370 153,370 50.0

153,370 153,370 50.0

153,370153,300 70153,370

306,740 306,600 140

70

款 項
左の財源内訳

年割額
企業債

当年度損益勘
定留保資金１

事　業　名

前前年度末
までの支払
義務発生額

1

４　継続費に関する調書

前年度末ま
での支払義
務発生(見
込)額1111

当該年度支
払義務発生
予定額1111

１

当該年度末
までの支払
義務発生予
定額111111

年度

翌年度以降
の支払義務
発生予定額

１

継続費の総
額に対する
進捗率1111

１

備  考
１１１１１
１１１１１

１

全　体　計　画

２９

３０

153,370 153,300

千円 千円 千円 千円

計

支出

建設改資本的

良費

金木地区中央監視

システム設備更新

事業１１１１１１

千円 千円 千円 千円 ％
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期　　間

前年度末までの支払

義務発生（見込）額 払義務発生予定額

当該年度以降の支

金　　額

１３,８００

事　　　　　　　項 限 度 額

期　　間

１０,０７５

２,６９０

ソ フ ト ウ ェ ア 賃 借 料

平成27年度から

平成28年度まで

平成23年度から

平成28年度まで

平成27年度から

平成28年度まで

給水収益

平成29年度から

平成32年度まで
９４２ １,７４８

２,７８５

４２０９,６５５

１,５００

金　　額 企業債

左の財源内訳

平成29年度から

平成32年度まで

平成29年度から

平成29年度まで

２,７８５

４２０

公 営 企 業 会 計 シ ス テ ム

営業料金システムサーバー

関 連 機 器 等 賃 借 料

検 針 シ ス テ ム 賃 借 料

４,２８５

水 道 メ ー タ ー

基本計画策定等業務委託料

配 水 管 布 設 替 工 事

配 水 管 布 設 工 事

当 年 度 損 益
勘定留保資金

平成29年度から

平成30年度まで

平成29年度から

平成29年度まで

平成29年度から

平成29年度まで

７,３７７

８５,７５０

１３,８００

１,７４８

７,３７７

８５,７００

１３,８００

５０
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(単位：千円）

５　債務負担行為に関する調書

８５,７５０

７,３７７



１
（１）

イ、
ロ、
ハ、

ニ、

ホ、

ヘ、

ト、

チ、

（２）
イ、
ロ、

（３）
イ、

２
（１）
（２）
（３）
（４）
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10,752,193

12,849

現 金 ・ 預 金 999,325

貸 倒 引 当 金

そ の 他 投 資 11

有 形 固 定 資 産 合 計

0

流 動 資 産

23,385
1,183,206流 動 資 産 合 計

11,948,259

貯 蔵 品

12,726
無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産 合 計
123

11
固 定 資 産 合 計

機 械 及 び 装 置 2,428,984

未 収 金

84,049
減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定
減 価 償 却 累 計 額

電 話 加 入 権

土 地 339,236
立 木 430

191,289
△ 77,466 6,583

435,607
構 築 物

8,971,288

６　平成２９年度五所川原市水道事業予定貸借対照表
（平成３０年３月３１日）

資　　　　産　　　　の　　　　部
（単位：千円）

10,765,053

806,871

減 価 償 却 累 計 額

固 定 資 産

ダ ム 使 用 権

有 形 固 定 資 産

車 両 運 搬 具 14,539

建 物 843,983
減 価 償 却 累 計 額 △ 408,376

減 価 償 却 累 計 額 △ 1,622,113

17,294,080

工 具 、 器 具 及 び 備 品
△ 13,650

投 資 そ の 他 の 資 産

△ 8,322,792

889

資 産 合 計

160,496



３
（１）

４
（１）
（２）
（３）
（４）

５
（１）
（２）

６
７
（１）

イ、
ロ、
ハ、
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負 債 資 本 合 計

408,884
137,298

資 本 合 計 5,215,834

956,432利 益 剰 余 金 合 計
当年度未処分利益剰余金

11,948,259

剰 余 金 合 計 956,432

資 本 金

引 当 金

剰 余 金
利 益 剰 余 金

建 設 改 良 積 立 金
減 債 積 立 金 410,250

△ 1,044,543収 益 化 累 計 額

その他流動負債 33,667

流 動 負 債
企 業 債

固 定 負 債 合 計

414,264
未 払 金 196,729

11,389

4,259,402

負 債 合 計 6,732,425

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益 合 計 1,031,043

繰 延 収 益
長 期 前 受 金 2,075,586

資　　　　本　　　　の　　　　部

656,049

負　　　　債　　　　の　　　　部

5,045,333
5,045,333

固 定 負 債
企 業 債



１
（１）
（２）
（３）

２
（１）
（２）
（３）
（４）
（５）
（６）

３
（１）
（２）
（３）
（４）
（５）

４
（１）

５
（１）

６
（１）
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△ 999
当 年 度 純 利 益 142,385
前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金 0

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金 142,385
その他の未処分利益剰余金変動額 0

特 別 利 益
過 年 度 損 益 修 正 益 1 1

特 別 損 失
過 年 度 損 益 修 正 損 1,000 1,000

支払利息及び企業債取扱諸費 136,144 136,144 △ 67,126
経 常 利 益 143,384

長 期 前 受 金 戻 入 39,455
雑 収 益 8,430 69,018

営業外費用

受 取 利 息 及 び 配 当 金 213
他 会 計 負 担 金 240
加 入 金 20,680

資 産 減 耗 費 3,560 1,146,115
営 業 利 益 210,510

営業外収益

業 務 費 69,351
総 係 費 59,861
減 価 償 却 費 445,949

1,356,625
営 業 費 用

原 水 及 び 浄 水 費 475,476
配 水 及 び 給 水 費 91,918

給 水 収 益 1,353,244
受 託 工 事 収 益 56
そ の 他 の 営 業 収 益 3,325

７　平成２８年度五所川原市水道事業予定損益計算書

（平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日まで）
（単位：千円）

営 業 収 益



１
（１）

イ、
ロ、
ハ、

ニ、

ホ、

ヘ、

ト、

チ、

（２）
イ、
ロ、

（３）
イ、

２
（１）
（２）
（３）
（４）

８　平成２８年度五所川原市水道事業予定貸借対照表
（平成２９年３月３１日）

資　　　　産　　　　の　　　　部
（単位：千円）

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

土 地 339,236
立 木 430
建 物 843,983
減 価 償 却 累 計 額 △ 378,915 465,068
構 築 物 17,036,649
減 価 償 却 累 計 額 △ 7,974,524 9,062,125
機 械 及 び 装 置 2,421,180
減 価 償 却 累 計 額 △ 1,606,829 814,351
車 両 運 搬 具 14,539
減 価 償 却 累 計 額 △ 13,068 1,471
工 具 、 器 具 及 び 備 品 84,049
減 価 償 却 累 計 額 △ 77,081 6,968
建 設 仮 勘 定 1,848

有 形 固 定 資 産 合 計 10,691,497
無 形 固 定 資 産

ダ ム 使 用 権 13,999
電 話 加 入 権 123

無 形 固 定 資 産 合 計 14,122

そ の 他 投 資 11
投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計 11
固 定 資 産 合 計 10,705,630

流 動 資 産
現 金 ・ 預 金 827,798

流 動 資 産 合 計 1,013,219
資 産 合 計 11,718,849

未 収 金 164,690
貸 倒 引 当 金 △ 1,964
貯 蔵 品 22,695
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３
（１）

４
（１）
（２）
（３）
（４）

５
（１）
（２）

６
７
（１）

イ、
ロ、
ハ、
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負　　　　債　　　　の　　　　部

固 定 負 債
企 業 債 5,069,496
固 定 負 債 合 計 5,069,496

流 動 負 債
企 業 債 432,082
未 払 金 68,699
引 当 金 10,979
その他流動負債 33,864
流 動 負 債 合 計 545,624

繰 延 収 益
長 期 前 受 金 2,070,538
収 益 化 累 計 額 △ 1,045,045
繰 延 収 益 合 計

剰 余 金

1,025,493
負 債 合 計 6,640,613

資　　　　本　　　　の　　　　部

資 本 金 4,164,141

当年度未処分利益剰余金 142,385
利 益 剰 余 金 合 計 914,095

利 益 剰 余 金
減 債 積 立 金 362,826
建 設 改 良 積 立 金 408,884

剰 余 金 合 計 914,095
資 本 合 計 5,078,236
負 債 資 本 合 計 11,718,849



注記
１．重要な会計方針

（１）固定資産の減価償却の方法
イ、有形固定資産
　　・減価償却の方法　　定額法による。
　　・主な耐用年数
　　　建物　　　　　　　１５～５０年
　　　構築物　　　　　　４０年
　　　機械及び装置　　　　８年
　　　車両運搬具　　　　　５年
　　　工具、器具及び備品　５～１５年
ロ、無形固定資産
　　・減価償却の方法　　定額法による。
　　・主な耐用年数
　　　ダム使用権　　　　５５年

（２）引当金の計上方法
イ、退職給付引当金
　　　職員の退職手当は、青森県市町村職員退職手当組合における積立金相当額を超過した場合、一般会計が負担するため退職
　　給付引当金は計上していない。
ロ、賞与引当金
　　　職員の期末手当及び勤勉手当等の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（
　　１２月から３月までの４カ月分）を計上している。
ハ、貸倒引当金
　　　債権の不能欠損による損失に備えるため、貸倒実績率による回収不能見込額を計上している。

（３）消費税及び地方消費税の会計処理
　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

２．リース契約により使用する固定資産
（１）リース会計に係る特例措置

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

（２）所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額
　　１年内　　
　　１年超
　　　計

１，８１４，４８７円
３，１３８，１８３円
４，９５２，６７０円
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３．長期継続契約に係るリース債務
　通常の販売取引の方法に準じた会計処理を行ったリース取引に係るリース債務のうち、地方自治法第２３４条の３に基づく長期継続
契約に係るものは以下の金額である。

短期リース債務　　
長期リース債務　　

４．その他の注記
（１）引当金の取崩し

　当事業年度において、職員の期末手当及び勤勉手当等の支給のために、賞与引当金１０，９７９千円を使用する見込みである。

１，０８１，９４４円
７，５７３，６０８円
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